






















































































































































２ Putnam, Robert D. 1993. "MAKING DEMOCRACY WORK: Civic


































































































































































































































































・Ｒ .Ｃ .ヴィゴツキ 『ー「発達の最近接領域」の理
論』(土井捷三・神谷栄司訳、2003年、三学出版)
・柴田義松『ヴィゴツキー入門』(2006 年、子ども
の未来社)
・Ｒ .Ｄ .パットナム『哲学する民主主義―伝統と
改革の市民的構造』(河田潤一訳、2001 年、NTT
出版)
・内閣府経済社会総合研究所編「コミュニティ機
能再生とソーシャル・キャピタルに関する研究
調査報告書」(平成 17 年８月)
・世界保健機関(ＷＨＯ)『ＩＣＦ国際生活機能分類
―国際障害分類改定版』(2002年、中央法規出版)
・上田敏『ＩＣＦの理解と活用』(2005 年、きょう
されん発行、萌文社発売)
・大橋謙策「わが国におけるソーシャルワークの
理論化を求めて」（『ソーシャルワーク』Vol.31
No.1 ソーシャルワーク研究所編、2005年、相川
書房所収）、他
「都市農地を活用した地域福祉の展開」
ＮＰＯ法人くるめ・一歩の会
院前期 2008 年卒　宮　秋　道　男
◆はじめに
　私は、実践経験をベースにした本テーマで、ア
クション・リサーチという手法を使いながら、修
士論文を提出したが（2008）、その際の実践的研究
の視点には、以下のような特徴がある。
１）農地・農業を福祉的に活用する実践例はこれ
まで多い（例：北海道家庭学校、栃木のここ
ろみ学園等）が、そのフィールドを都市部に
限定するものは少ない。
２）生産緑地法（1974）や相続税猶予制度（1985）
等により、日本の都市部に確実に農地が残る
が、それらの法制度があるが故に、逆に、一
部で粗放農地（年間一作程度）が発生してお
り（地方で発生しているのは遊休農地）、その
粗放農地に着目したこと。
３）食料・農業・農村基本法（1999）が制定され、
戦後初めて、都市農業への施策の必要性が打
ち出され、その具体的な提起が求められてい
ること。
４）「地域福祉」の視点から考えると、地域にこれ
まで以上の社会資源が求められている中で、
人と地域のエンパワメント（癒し、雇用、コ
ミュニティづくり）として、都市農地を活用
できる可能性が高いこと。
５）「集客力が高い」都市農地を活用することで、
「ソーシャル・インクルージョン」の実践の場
として発揮しやすいこと。実際、多くの新た
な出会い、広がりのある実践が生まれている
こと。
６）ソーシャル・インクルージョンの具体的な形
として、ヨーロッパで広がる「ソーシャル・エ
ンタプライズ」、ないし「ソーシャル・ファー
ム」の日本的展開として「社会的事業所」を
めざすとりくみを志向することに無理がない
こと。
